
 

 

 

虐待防止のための指針 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人在日コリアン高齢者支援センターサンボラム 

施設名 高齢者賃貸ハウスサンボラム 

（住宅型有料老人ホーム） 

 

 

 

 

 

 

 



高齢者賃貸ハウスサンボラム（以下「事業所」という。）は、利用者の人権を守り、安全で

健やかな生活を確保するため、老人福祉法及び介護保険法等の趣旨を踏まえるとともに、平

成１７年法律第 124 号、以下「高齢者虐待防止法」に規定する、高齢者虐待の防止等のた

めの措置を確実に実施するために本指針を定める。 

 

1. 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

高齢者に対する虐待は、高齢者の尊厳を脅かす深刻な事態であり「高齢者の虐待防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律」（高齢者虐待防止法）に示すとおり、その防止に努めることは極

めて重要です。当事業所では、同法の趣旨を踏まえ、また介護保険法に掲げる「尊厳の保持と自立支

援」という目的を達成し、虐待の未然防止、早期発見・迅速かつ適切な対応等に努めるとともに、虐

待が発生した場合に適正に対応し再発防止策を講じます。そのための具体的な組織体制、取組内容等

について、本指針に定めます。 

なお、高齢者虐待防止法の規定に基づき、当施設では「高齢者虐待の定義」を囲み 1 のような行為

として整理します。また、介護保険法にも人格尊重義務がうたわれていることや、当施設のサービス

内容及び社会的意義に鑑み、当施設職員による虐待に加えて、高齢者虐待防止法が示す養護者による

虐待及び、セルフ・ネグレクト等の権利擁護を要する状況、ならびに虐待に至る以前の対策が必要な

状況についても、「虐待等」として本指針に基づく取り組みの対象とします。 

 

囲み 1 

身体的虐待 

・暴力行為で、痛みを与える、身体にあざや外傷を与える行為 

・高齢者に向けられた危険な行為や身体に何らかの影響を与える行為 

・高齢者の利益にならない強制による行為によって痛みを与える、代替方法があ

るにもかかわらず高齢者の身体を乱暴に扱う行為 

・外部との接触を意図的、継続的に遮断する行為 

介護・世話の放

棄・放任 

・意図的であるか、結果的であるかを問わず、介護や生活の世話を行っている者が、

その提供を放棄または放任し、高齢者の生活環境や、高齢者自身の身体・精神的

状態を悪化させていること 

・専門的診断や治療、ケアが必要にもかかわらず、高齢者が必要とする医療・介護

保険サービスなどを、周囲が納得できる理由なく制限し使わせない、放置する 

・同居人等による高齢者虐待と同様の行為を放置する 

心理的虐待 

・脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって、精神的苦痛

を与えること 

  例）排泄の失敗を嘲笑、それを人前で話すなどして恥をかかせる。怒鳴る、の



のしる、悪口を言う。意図的に無視する。侮辱をこめて子どものように扱うな

ど 

性的虐待 
・本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為またはその強

要 

経済的虐待 

・本人の合意なしに財産や金銭を使用し、本人の希望する金銭の使用を理由なく制

限すること 

例）日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない。本人の自宅等を本人に無断

で売却する。年金や預貯金を無断で使用する。入院や受診、介護保険サービスな

どに必要な費用を支払わないなど 

 

2. 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

（1） 虐待防止検討委員会の設置 

    虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するた

めの対策を検討することを目的として、「高齢者賃貸ハウスサンボラム虐待防止検討委員会（以下、

委員会）」を設置します。 

（2） 委員会の組織 

    委員会の構成員は、管理者、介護職員とします。必要に応じて、外部有識者として社会保険労務

士、社会福祉士等の専門職に相談、委員に任命すること、また生野区地域包括支援センターや大阪

市指導監査課に相談・助言を求めます。 

  委員会の責任者として委員長を置き、これを当施設の管理者が努めます。 

また、副委員長を管理者以外の介護職員とするとともに、両名を「虐待の防止に関する措置を適切

に実施するための担当者（以下、担当者）」とします。その他、各構成員の役割は下表のとおりと

します。 

 

【構成員ごとの役割】 

構成員 役割 

管理者（施設長） 
委員長（責任者） 

虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者 

介護職員 

副委員長 

虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者 

虐待防止対策の周知・進捗管理 

利用者・家族等への説明・相談対応 

外部有識者（社会保険労務士・

社会福祉士等） 

第三者かつ専門家の観点からの助言 

 

（3） 委員会の開催 

委員会は、委員長の招集により年間計画に基づき、年 1 回以上開催するとともに、必要に応じ



て随時、開催します。また、定期開催分については、身体拘束適正化委員会との共催（毎回）とし

ます。併せて、年 1 回、法人内の各事業所の虐待防止検討委員会と共催とします。 

重大な虐待事例が発生した場合は、発覚から 24 時間以内に臨時委員会を開催し、対象者の安全

確保、改善に向けた対応方法を検討します。 

委員会は、集合形式を原則としますが、必要に応じてオンライン等を活用して行います。その際、

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守します。 

 

（4） 委員会における検討事項 

  委員会では、以下の項目について検討を行うとともに、必要な取組事項を決定します。 

① 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

② 虐待の防止のための指針の整備・見直しに関すること 

③ 虐待の防止のための職員研修の内容及び企画・運営に関すること 

④ 虐待等について、職員が相談・報告できる体制整備に関すること 

⑤ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、大阪市への通報が迅速かつ適切に行われるための方

法に関すること 

⑥ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関するこ

と 

⑦ 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

⑧ 虐待事例が発生した場合は、委員会で事例検討を行うこと 

 

（5） 結果の周知徹底 

    委員会での検討内容及び結果、決定事項等については議事録その他の資料を作成し、職員に回

覧するなどして周知徹底を図ります。 

 



 

〈委員会で検討すべき具体例〉 

〇早期通報（通報先は市役所・大阪市生野区地域包括支援センター）が行われたかどうかの確認 

〇事例検討 

・家庭内の虐待（養護者による虐待）の事例検討 

・養護者以外による経済的虐待の事例検討 

・当該事業所職員による虐待（養介護施設従事者等による虐待）の事例検討 

 身体拘束を行った事例検討 

 事業所から医師に行動抑制目的に鎮静剤投与を依頼した事例検討 

・虐待に至らないグレーゾーンの事例検討 

 虐待かどうか分からないが虐待が推測される事例検討 

・現在進行中のすべての事例を、繰り返し、定期の委員会に議題として提出する 

 終了した事例に関しても、今後の虐待防止に資すると判断される場合は議題とする 

〇事業所の事例対応の適切かどうかの評価と助言 

〇事業所の高齢者虐待防止のための指針及びマニュアル等の作成・改定 

〇研修会の開催（市や地域包括支援センター等が行う研修会への参加で代用可） 

 研修を事業所職員全員が受けられるよう配慮する 

（市や地域包括支援センター等が行う研修会のアーカイブ等の視聴で代用可） 

〇ひやりレポート報告書の記載内容の分析と対策の検討 

 

3. 虐待防止のための職員研修に関する基本方針 

経験が豊富で技能が高い職員ほど、虐待事例・困難事例に適切に対応できます。それゆえ、全職員

の介護技能の研鑽が重要となります。一方で、優れた職員であっても、利用者に対して虐待を行う可

能性があり、経験者でも内省が必要となります。これらのことから、高い介護技術の獲得と内省する

機会として全職員を対象とした研修会を実施します。研修会は、本指針に基づき、研修プログラムを

作成し計画的に実施します。 

（1） 定期開催 

  全職員に対し、年 1 回以上の研修会を実施します。 

（2） 新規採用時 

    職員の新規採用時には、新人職員研修カリキュラム内に定め、虐待等の防止を図るための研修

を必ず実施します。 

（3） 外部研修へ参加 

    府や市、生野区地域包括支援センターが行う「高齢者虐待」や「権利擁護」に関する研修会に職

員が参加できるよう、業務の調整等を行います。 

（4） 研修内容 

  研修内容は以下のものを基本とし、詳細は虐待防止検討委員会により定めます。 

① 自身の介護状況の振り返り 



② 虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識 

③ 本指針及び「高齢者虐待の理解と防止」の内容に基づく取組み 

④ 虐待通報義務の履行、ならびに虐待等に関する相談・報告の方法 

⑤ 委員会の活動内容及び委員会における決定事項 

なお、①自身の介護状況の振り返りは、別紙チェックリストを活用します。 

（5） 研修記録 

    研修の実施回ごとに、研修実施記録を作成し、使用した資料とともに、記録簿ファイルに綴り、

保管・管理します。 

（6） 研修内容の周知徹底 

    研修内容の周知徹底をはかるために、研修の開催日・時間帯等について委員会で検討し、参加率

向上に努めます。欠席者に対してはその結果も研修記録に含めます。 

 

4. 虐待（虐待の疑い）等を発見した場合の対応方法に関する基本方針 

（1） 市町村等への通報 

  虐待を疑う場面に遭遇した、虐待と認められる行為等を発見した場合、通報義務が発生します

（高齢者虐待防止法第 7 条第 2 項）。したがって、虐待が疑われる、もしくは虐待を発見した場合

は、速やかに下記へ通報してください。その後、委員会の構成員もしくは、管理職に報告をお願い

します。ただし、委員会の構成員や管理職への報告は強制するものではありません。 

 なお、被虐待者の心身に深刻な影響や後遺症を生じる可能性の高い虐待事例に遭遇した際は、

即時、警察あるいは救急車を要請してください。 

  また、通報者の秘密は守られます（高齢者虐待防止法 第 8 条、第 23 条）。 

通報した際に、氏名等を名乗らないことも可能です。 

 

通報先 

施設（施設従業者等）での虐待に関する相談 

大阪市福祉局高齢者施策部 介護保険指定・指導グループ 

 

電話 06-6241-6310 

 

在宅生活における高齢者虐待や介護に関する相談 

地域包括支援センター（自宅の場所） 



（生野区役所保健福祉課 06-6715-9857） 

 

目前で暴力が行われているとき       110 番へ 

医療がすぐに必要な病気やケガがあるとき  119 番へ 

 

（2） 施設内での報告及び対応 

    虐待の被害を受けたと思われる高齢者・利用者を発見し、大阪市福祉局高齢者施策部（または生

野区地域包括支援センター）に通報した場合には、速やかに委員会の構成員に報告します。この

際、報告の方法・様式及び報告する委員会構成員は問わず、匿名でも行えることとし、報告を受け

た厚生委員は「相談・通報・届出書」またはインシデント報告様式を使用してその記録を作成し委

員会、委員長に報告します。（大阪市のみに通報し、施設管理職・委員会等に報告しないという方

法をとっても差し支えありません。） 

  報告を受けた委員長は、下記の対応もしくは対応の指示を適切に実施します。 

① 当該利用者の心身状況の確認・安全確保 

② 大阪市福祉局高齢者施策部への通報の有無の確認及び必要と思われる場合の通報 

③ 法人本部、家族等への報告（第一報） 

④ 関係職員等への事実確認、関係職員の勤務状況等の確認 

⑤ 委員会の臨時開催及び原因分析、事後対応・再発防止策の検討及び対策の決定 

⑥ 事後対応及び再発防止策の周知・実行 

⑦ 関係者への報告（第二報以降適時） 

⑧ 必要に応じた懲罰委員会への報告 

⑨ 委員会における事後対応及び再発防止策の実行状況の確認・評価 

⑩ 虐待事例の事例検討会の実施 

 

（3） 大阪府及び大阪市が実施する高齢者虐待等に係る調査協力 

     大阪府及び大阪市から、高齢者虐待等に係る調査協力依頼等があった場合には、速やかに協力

します。 

 

5. 虐待（虐待の疑い）等を発見した場合の相談・報告体制に関する事項 

（1） 虐待が疑われる事例を発見した場合の報告体制 

  虐待等が発生した場合の相談・報告の体制は、本指針 4 の（1）、（2）、（3）に準じます。 

  なお、虐待かもしれないと感じた事例、虐待してしまったかもしれないと感じた時には、委員会

に「虐待ひやりれぽーと」を提出する必要があります。 

 



（2） 事故報告、ヒヤリハット報告の報告体制 

  事故報告、ヒヤリハットは管理者に報告します。 

 

（3） 虐待が疑われるような、事故・ヒヤリハットの取り扱い 

    事故報告ヒヤリハット報告委員会は、事故報告書及びひやりれぽーとに虐待が疑われる事例が

含まれていないかを確認をします。虐待が疑われるような事例を発見した場合は、本指針4の（1）、

（2）、（3）に準じます。 

 

6. 成年後見制度の利用支援に関する事項 

虐待等の防止の観点を含めて、成年後見制度や、その他の権利擁護事業について、利用者や家族等

への説明を行うとともに、大阪市生野区社会福祉協議会「あんしんさぽーと」 

（電話：06-6712-3110）を適宜紹介します。 

 

7. 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

虐待等に係る苦情は、当施設について包括的に設置する苦情対策窓口において受け付けます。 

苦情対応窓口及び虐待対応については、重要事項説明書に示します。 

受付担当者は苦情等の内容を精査し、虐待等に関係する内容が含まれている場合には、苦情対応責

任者を通じて、委員会に報告します。 

 

8. 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

本指針は、利用者・家族、後見人、当施設に来所した方及び当施設の職員ならびにその他の関係者

がいつでも閲覧できるよう、施設内に提示します。 

 

9. その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

（1） 虐待防止担当職員の配置 

    虐待の防止に関する措置を適切に実施するための虐待防止担当者を配置します。担当職員は、

委員会委員の職員とします。 

（2） 他機関との連携 

大阪府、大阪市、生野区社会福祉協議会等、及び他施設・他事業者との連携の機会及び同団体そ

の他の機関が開催する研修会や情報交換等をする場には積極的に参加し、利用者の権利擁護に関わ

る研鑽を常に図ります。 

 

10. 本指針の改廃 



本指針の改廃の要否及び改定する場合の改定作業は、委員会により実施する。 

 

11. 附則 

この指針は、2024 年 4 月 1 日より施行する。 


